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項　　目 平成27年度末 平成28年度末
財 形 貯 蓄 残 高 ― ―

財形貯蓄残高 （単位：千円）

区　　分 平成27年度末 平成28年度末
固定金利定期預金 5,735,335 5,933,783
変動金利定期預金 573 573
その他の定期預金 102,667 97,297
合 計 5,838,575 6,031,653

定期預金種類別残高 （単位：千円）

区　　分
平成27年度 平成28年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比
国 債 299,098 42.3 ― ―
地 方 債 69,398 9.8 ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 200,000 28.3 200,000 89.1
株 式 24,580 3.5 24,580 10.9
外 国 証 券 ― ― ― ―
そ の 他 の 証 券 114,207 16.1 ― ―
合　　　　　　　 計 707,285 100.0 224,580 100.0
（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

有価証券種類別平均残高 （単位：千円、％）

区　　分
平成27年度末 平成28年度末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

個 人 7,058,526 80.7 7,116,415 77.2
法 人 1,683,638 19.3 2,103,611 22.8
一 般 法 人 996,605 11.4 1,119,411 12.1
金 融 機 関 3,658 0.0 1,043 0.0
公 金 683,375 7.9 983,157 10.7

合 計 8,742,165 100.0 9,220,026 100.0

預金者別預金残高 （単位：千円、％）

種　　目
平成27年度 平成28年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比
流 動 性 預 金 2,567,940 28.9 2,708,093 29.5
定 期 性 預 金 6,322,309 71.1 6,486,075 70.5
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 8,890,249 100.0 9,194,168 100.0

預金種目別平均残高 （単位：千円、％）

資　金　調　達

区　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
平成27年度末 ― ― ― ―
平成28年度末 ― ― ― ―

地 方 債
平成27年度末 ― ― ― ―
平成28年度末 ― ― ― ―

短 期 社 債
平成27年度末 ― ― ― ―
平成28年度末 ― ― ― ―

社 債
平成27年度末 ― 200,000 ― ―
平成28年度末 200,000 ― ― ―

株 式
平成27年度末 24,580 ― ― ―
平成28年度末 24,580 ― ― ―

外 国 証 券
平成27年度末 ― ― ― ―
平成28年度末 ― ― ― ―

その他の証券
平成27年度末 ― ― ― ―
平成28年度末 ― ― ― ―

合 計
平成27年度末 24,580 200,000 ― ―
平成28年度末 224,580 ― ― ―

有価証券種類別残存期間別残高 （単位：千円）

科　　目
平成27年度 平成28年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―
手 形 貸 付 92,990 2.1 103,153 2.2
証 書 貸 付 4,025,012 91.5 4,270,382 91.8
当 座 貸 越 282,908 6.4 280,877 6.0
合　　　　　　　 計 4,400,910 100.0 4,654,413 100.0

貸出金種類別平均残高 （単位：千円、％）

資　金　運　用

経理・経営内容

満期保有目的の金銭の信託

該当事項なし

その他の金銭の信託

該当事項なし

運用目的の金銭の信託 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額
― ― ― ―

（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格に基づいております。
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資　金　運　用

業　　種　　別
平成27年度 平成28年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比
製 造 業 30,520 0.7 100,203 2.1
農 業 、 林 業 59,803 1.3 56,567 1.2
漁 業 46,631 1.0 24,413 0.5
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 186,786 4.2 78,868 1.6
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 139,864 3.1 270,755 5.7
情 報 通 信 業 ― ― ― ―
運 輸 業 、 郵 便 業 10,698 0.2 9,076 0.2
卸 売 業 、 小 売 業 297,895 6.7 280,238 5.9
金 融 業 、 保 険 業 20,800 0.5 20,000 0.4
不 動 産 業 202,298 4.6 459,250 9.6
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門・ 技 術 サ ー ビ ス 業 1,512 0.0 1,140 0.0
宿 泊 業 51,470 1.2 51,020 1.1
飲 食 業 46,934 1.1 63,583 1.3
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 91,267 2.1 115,611 2.4
教 育 、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 98,871 2.2 91,174 1.9
そ の 他 の サ ー ビ ス 123,702 2.8 150,812 3.1
そ の 他 の 産 業 29,837 0.7 13,297 0.3
小 　 　 　 　 　 　 　 計 1,438,894 32.3 1,786,012 37.3
国  ・ 地 方 公 共 団 体 等 693,258 15.6 617,286 12.9
個 人（住 宅・消 費・納 税 資 金 等） 2,317,041 52.1 2,381,708 49.8
合 計 4,449,194 100.0 4,785,007 100.0
（注) 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：千円、％）貸出金業種別残高・構成比

区　　分 金　　額 構成比 債務保証見返額

当 組 合 預 金 積 金
平成27年度末 112,079 2.5 ―
平成28年度末 123,094 2.6 ―

有 価 証 券
平成27年度末 ― ― ―
平成28年度末 ― ― ―

動 産
平成27年度末 ― ― ―
平成28年度末 ― ― ―

不 動 産
平成27年度末 1,845,902 41.5 ―
平成28年度末 2,052,667 42.9 ―

そ の 他
平成27年度末 ― ― ―
平成28年度末 ― ― ―

小 計
平成27年度末 1,957,982 44.0 ―
平成28年度末 2,175,762 45.5 ―

信 用 保 証 協 会・
信 用 保 険

平成27年度末 89,945 2.0 3,368
平成28年度末 94,523 1.9 4,618

保 証
平成27年度末 1,673,671 37.6 3,777
平成28年度末 1,831,381 38.3 2,971

信 用
平成27年度末 727,594 16.4 ―
平成28年度末 683,341 14.3 ―

合 計
平成27年度末 4,449,194 100.0 7,145
平成28年度末 4,785,007 100.0 7,589

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額（単位：千円、％）

区　　分
平成27年度末 平成28年度末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

運 転 資 金 2,153,844 48.4 2,175,168 45.5
設 備 資 金 2,295,350 51.6 2,609,839 54.5
合　　　　　　　 計 4,449,194 100.0 4,785,007 100.0

貸出金使途別残高 （単位：千円、％）

項　　目 平成27年度末 平成28年度末
貸 出 金 償 却 額 ― ―

貸出金償却額 （単位：千円）

区　　分
平成27年度末 平成28年度末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

消 費 者 ロ ー ン 748,146 37.8 891,465 41.2
住 宅 ロ ー ン 1,230,492 62.2 1,272,772 58.8
合　　　　　　　 計 1,978,638 100.0 2,164,237 100.0

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：千円、％）
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金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：千円、％）

区　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成27年度 152,435 12,326 140,109 152,435 100.0 100.0
平成28年度 106,678 1,378 98,776 100,154 93.8 93.8

危 険 債 権
平成27年度 19,895 1,382 18,513 19,895 100.0 100.0
平成28年度 141 141 0 141 100.0 100.0

要 管 理 債 権
平成27年度 6,613 3,591 131 3,722 56.3 2.0
平成28年度 4,044 1,335 81 1,417 35.0 3.0

不 良 債 権 計
平成27年度 178,944 17,299 158,753 176,053 98.4 98.2
平成28年度 110,865 2,856 98,857 101,714 91.7 91.5

正 常 債 権
平成27年度 4,285,224
平成28年度 4,689,720

合 計
平成27年度 4,464,169
平成28年度 4,800,585

（注） 1 . 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準
ずる債権です。

　　 2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権です。

　　 3．「要管理債権」とは、「 3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
　　 4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
　　 5．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　 6．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
　　 7．金額は決算後（償却後）の計数です。

区　　分 残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）

破 綻 先 債 権 平成27年度 73,790 0 73,790 100.0
平成28年度 83,548 0 77,024 92.1

延 滞 債 権 平成27年度 98,206 13,374 84,831 100.0
平成28年度 23,130 1,378 21,751 100.0

3 か 月 以 上 延 滞 債 権 平成27年度 6,147 3,591 121 60.4
平成28年度 4,007 1,335 80 35.3

貸 出 条 件 緩 和 債 権 平成27年度 465 0 9 2.0
平成28年度 36 0 1 2.0

合 計 平成27年度 178,610 16,965 158,753 98.4
平成28年度 110,723 2,714 98,857 91.7

（注） 1 ．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定によ
る更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会
社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

　　 2．「延滞債権」とは、上記 1．及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
　　 3．「 3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している貸出金（上記 1．及び 2．を除く）です。
　　 4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金（上記 1．～ 3．を除く）です。
　　 5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
　　 6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
　　 7．「保全率（B＋C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
　　 8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるもので

はありません。

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：千円、％）

資　金　運　用

経　営　内　容

区　　分 平成27年度末 平成28年度末
固 定 金 利 貸 出 2,000,032 2,060,919
変 動 金 利 貸 出 2,449,162 2,724,088
合　　　　　　　 計 4,449,194 4,785,007

貸出金金利区分別残高 （単位：千円）

項　　目
平成27年度 平成28年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 14,304 5,170 13,170 △ 1,134
個 別 貸 倒 引 当 金 158,622 20,025 98,776 23,792
貸 倒 引 当 金 合 計 172,927 25,196 111,946 22,658
（注） 当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る

引当は行っておりません。

貸倒引当金の内訳 （単位：千円）
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経　営　内　容

　｢コンプライアンス｣ (法令等遵守)とは、金融機関の役職員として、その社会的責任と公共的使命を果たすため、関係法令やルールを厳格に遵守
し、社会的規範を全うする事をいいます。
　当組合では、｢コンプライアンス｣ を経営上の最重要課題の一つとして位置づけ、「コンプライアンス基本方針」に基づきコンプライアンス統括部
署を設置し、｢コンプライアンス・マニュアル｣ を全役職員に配布するとともに、年度ごとに「コンプライアンス・プログラム」を策定し、日常業
務のあらゆる場で、法令等遵守の徹底に努めております。
　さらに、全役職員に金融コンプライアンス・オフィサー 2級認定資格、金融個人情報保護オフィサー認定資格取得を奨励するなど、法令等遵守の
重要性の認識及びレベルアップを図りながら、体制の確立を目指しております。

法令遵守の体制

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、理事全員
及び監事全員（非常勤を含む）をいいます。対象役員に対する報酬等は、
職務執行の対価として支払う「基本報酬」のみとなっております。

　⑴　報酬体系の概要
　【基本報酬】
　 　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定してお
ります。
　 　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては当組合の理事会に
おいて決定しております。また、各監事の基本報酬額につきまして
は、監事の協議により決定しております。

　⑵　役員に対する報酬
（単位：千円）

区　　分 当期中の報酬支払額
総会等で定められた
報酬限度額

理 事 18,757 25,400
監 事 1,100 1,320
合 計 19,857 26,720
注 1 ． 上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第 4号

「附属明細書」における役員に対する報酬です。
　 2．支払人数は、理事 7名、監事 4名です。

　⑶　その他
　 　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第 1項第 6
号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等
の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁
長官が別に定めるものを定める件」（平成24年 3 月29日付金融庁告示
第23号）第 3条第 1項第 3号及び第5号に該当する事項はありません。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員」は、当組合の
職員で対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のう
ち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、平成28年度において、対象職員等に該当する者はいませんでし
た。

　注 1． 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
　注 2．「同等額」は、平成28年度に対象役員（非常勤役員を除く）に

支払った報酬等の平均額としております。
　注 3．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与

規程」及び「退職金規程」に基づき支払っております。
　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、
業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上
げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリス
クテイクを引き起こす報酬体系はありません。

報酬体系について

●苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店または管理
部（※1）にお申し出ください。
　【宮崎県南部信用組合管理部】　0987－64－0204（※ 1）

　　受付日：月曜日～金曜日　(祝日および組合の休業日は除く)
　　受付時間：午前9時～午後5時
　なお、苦情等対応手続については、別途リーフレットを用意しており
ますのでお申し付けいただくか、当組合ホームページをご覧（※2）くだ
さい。
　　ホームページアドレス　http://www.m-nanbu.shinkumi.jp/（※ 2）

●紛争解決措置
　東京弁護士会 紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
　第一東京弁護士会 仲裁センター（電話：03－3595－8588）
　第二東京弁護士会 仲裁センター（電話：03－3581－2249）
　福岡県弁護士会 紛争解決センター
　　・天神弁護士センター（電話：092－741－3208）
　　・北九州法律相談センター（電話：093－561－0360）
　　・久 留 米 セ ン タ ー（電話：0942－30－0144）
で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さま
は、上記当組合管理部またはしんくみ相談所にお申し出ください（※1）。
また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能で
す。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客
さまもご利用いただけます。
　仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当
事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法
もあります。
　①　移管調停： 東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管す

る。
　②　現地調停： 東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋

人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システ
ム等により、共同して解決に当る。

※ 移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳でありません
のでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会くださ
い。

　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　　受付日：月曜日～金曜日　(祝日および協会の休業日は除く)
　　受付時間：午前 9時～午後 5時
　　電　　話：03－3567－2456

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

 鵜戸神宮
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リスク管理体制　　　　－定性的事項－

・自己資本調達手段の概要
・自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・ 協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第
四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエ
クスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方
針及び手続の概要
・ 金利リスクに関する事項

●自己資本調達手段の概要
発 行 主 体 宮崎県南部信用組合 宮崎県南部信用組合 ―
資本調達手段の種類 普通出資金 非累積的永久優先出資 ―
コア資本に係る基礎項
目の額に算入された額 113百万円 200百万円 ―

償 還 期 限 ―
一定の事由が生じた場合に償還等を可
能とする特約がある場合は、その概要 ―

注. 当組合の自己資本は、出資金、利益剰余金等により構成されております。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　現在の自己資本の充実度に関しましては、国内基準である 4％を上
回っており、経営の健全性・安全性を充分保てる水準にあると評価して
おります。

●信用リスクに関する事項

リスクの説明
　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などによ
る倒産等により、当組合の資産の価値が減少ないし消
失という損失を受けるリスクをいいます。

リスク管理の方針
および管理体制

　当組合では、信用リスクを管理すべき最重要リスク
であると認識のうえ、安全性、公共性、流動性、成長
性、収益性の5原則に則った厳正な与信判断を行うべ
く、役職員に理解と遵守を促すことによって信用リス
クの管理を徹底しております。

評 価・ 計 測
　信用リスクの評価は、与信ポートフォリオ管理とし
て自己査定による債務者区分別、業種別、大口与信先
等の管理など様々な角度から分析を行っております。

■貸倒引当金の計算基準
　個別貸倒引当金については、「自己査定基準」及び「償却・引当基準」
に基づき、自己査定における債務者区分ごとに算定しております。
　一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意先、要管理先については、債
務者区分ごとの債権額に貸倒実績率を乗じて算出しております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　リスクウェイトの判定に使用している内外の適格格付機関は以下の格
付機関を採用しております。
①ムーディーズ
②スタンダード＆プアーズ
③フィッチレーティングス
④格付投資情報センター
⑤日本格付研究所

■ エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関等の名称
　エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行っておりま
せん。

■ 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化する
ための措置をいい、具体的には預金担保、一般保証などが該当します。
当組合では、融資案件に際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環
境、経営者の資質などさまざまな角度から可否の判断をし、与信審査の
結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解
をいただいたうえで、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めておりま
す。

■ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要

該当事項なし

●証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項なし

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リスクの説明

　当組合では、オペレーショナルリスクを「内部プロ
セス・人・システムが不適切であること、または外生
的事象に起因することから当組合が損失を被るリス
ク」としております。

リスク管理の方針
および管理体制

　当組合では、オペレーショナルリスクについて、事
務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク
の各リスクを含む幅広いリスクと考え、各リスクに対
して管理体制や管理方法をに関する基本方針を定めて
おります。

評 価・ 計 測

　当組合では、リスクの計測については基礎的手法を
採用することとし、体制を整備しております。また、
これらのリスクについては本部会（常勤理事会を含む）
において協議・検討を行っております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当組合では基礎的手法を採用しております。

● 出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

リスクの説明 　時価評価にかかる損失等のリスクであり、当組合で
は出資金等が該当します。

リスク管理の方針
および管理体制

　当組合が保有する出資金等につきましては当組合が
定める余裕は金運用規程などに基づいた適正な運用を
行っており、その状況については適宜経営陣に報告す
るなど、適切なリスク管理に努めております。

評 価・ 計 測

　財務諸表や運用報告を基に評価するとともに自己査
定における時価評価を行っております。なお、当該取
引に係る会計処理については当組合有価証券運用基準
及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実
務指針」に従った適正な処理を行っております。

●金利リスクに関する事項

リスクの説明及び
リスク管理の方針

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資
産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しま
す。

管 理 体 制
　当組合では定期的な評価・計測を行い、リスク管理
委員会でストレステスト等により、適宜、対応を講じ
る体制としております。

評 価・ 計 測
　証券管理システムを活用し一定の金利ショックを想
定した銀行勘定の金利リスク（BPV）を算出し、協議・
検討を行っております。
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●自己資本の充実度に関する事項 （単位:百万円）

平成27年度 平成28年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 4,018 160 4,521 180
① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 4,011 160 4,514 180
ⅰ　ソブリン向け 27 1 28 1
ⅱ　金融機関向け 824 32 893 35
ⅲ　法人等向け 637 25 754 30
ⅳ　中小企業等・個人向け 667 26 779 31
ⅴ　抵当権付住宅ローン 26 1 24 0
ⅵ　不動産取得等事業向け 238 9 394 15
ⅶ　三月以上延滞等 10 0 10 0
ⅷ　出資等 25 1 25 1
出資等のエクスポージャー 25 1 25 1
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

ⅸ 　他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資
等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー 20 0 20 0

ⅹ 　信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本
に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクス
ポージャー

31 1 31 1

ⅺ 　その他 1,503 60 1,553 62
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
④ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経
過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ― ― ―

⑤CVAリスク相当額を 8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑥中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ．オペレーショナル・リスク 288 11 271 10
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 4,306 172 4,792 191
（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額× 4％
　　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　 3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以

外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。
　　 4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融

商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　　 5．「その他」とは、ⅰ～ⅹに区分されないエクスポージャーです。
　　 6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％

÷ 8 %
直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数

　　 7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

リスク管理体制　　　　－定性的事項－

■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
　金利リスク算定の前提は「アウトライヤー基準」によるものとし、以下の
定義に基づいて算定しております。
　　・計測手法： 預金、貸出金については「金利ラダー方式」、有価証券はＮ

ＢＡによる再評価方式
　　・コア預金：対　　象………流動性預金
　　　　　　　　算定方法………算定現在残高の50％相当額
　　　　　　　　満　　期……… 5 年以内（平均2．5年）
　　・金利感応資産・負債
　　　　　　　　預金、貸出金、有価証券、預け金
　　・金利ショック幅……………99％タイル値
　　・リスク計測の頻度…………月次

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
金利リスクに関して内部管理上使用した
金利ショックに対する損益・経済価値の
増減額

27 38

（注）　 金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるも
の（例えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生するリスク
量を見るものです。当組合では、金利ショックは99パーセンタイル値を用いて金利
リスクを算出しております。

リスク管理体制　　　　－定量的事項－

・ 自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実の状況P.9をご参
照ください
・ 自己資本の充実度に関する事項
・ 信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・ 信用リスク削減手法に関する事項
・ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
…該当事項なし

・ 証券化エクスポージャーに関する事項
・ 出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・ 信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの
額…該当事項なし

・ 金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理上使用した金利ショッ
クに対する損益又は経済的価値の増減額…上記内部管理上使用した金
利リスクの算定手法の概要をご参照ください。
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信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（業種別・残存期間別） （単位:百万円）

エクスポージャー区分

業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞
エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他の

デリバティブ以外のオフ・バランス取引
債　　　券 その他

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
製 造 業 50 117 50 117 ― ― ― ― ― ―
農 業 、 林 業 91 88 91 88 ― ― ― ― 6 6
漁 業 60 33 60 33 ― ― ― ― 5 ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 203 91 203 91 ― ― ― ― 49 ―
電気・ガス・熱供給・水道業 140 271 140 271 ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業 、 郵 便 業 17 15 17 15 ― ― ― ― ― ―
卸 売 業 、 小 売 業 358 341 358 341 ― ― ― ― 14 36
金 融 業 、 保 険 業 4,188 4,537 22 20 ― ― 4,166 4,517 ― ―
不 動 産 業 223 480 223 480 ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 5 4 5 4 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 52 51 52 51 ― ― ― ― 51 ―
飲 食 業 68 87 68 87 ― ― ― ― 2 ―
生活関連サービス業、娯楽業 160 202 160 202 ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 99 91 99 91 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 158 182 158 182 ― ― ― ― 0 0
そ の 他 の 産 業 30 13 30 13 ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 893 817 693 617 200 200 ― ― ― ―
個 人 2,035 2,095 2,035 2,095 ― ― ― ― 23 16
そ の 他 532 528 ― ― ― ― 532 528 ― ―
業 種 別 合 計 9,362 10,045 4,464 4,800 200 200 4,698 5,045 153 58
1 　 年 　 以 　 下 5,945 3,567 2,019 2,179 ― ― 3,926 1,188
1 　年　超　 3　年　以　下 914 3,765 604 605 200 200 110 3,160
3 　年　超　 5　年　以　下 451 626 451 626 ― ― ― ―
5　年　超　 7　年　以　下 482 517 482 517 ― ― ― ―
7　年　超　10　年　以　下 537 531 537 531 ― ― ― ―
10 　 年 　 超 270 270 270 270 ― ― ― ―
期 間 の 定 め の な い も の 763 769 101 72 ― ― 662 697
残 存 期 間 別 合 計 9,362 10,045 4,464 4,800 200 200 4,698 5,045
（注）1． 当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。また、「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオ

フ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
　　 2． 「 3 か月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
　　 3． 上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的

には現金、固定資産等が含まれます。
　　 4． 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っ
ておりますが、P.14の「一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」及び次頁の「業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残
高等」には当該引当金の金額は含めておりません。

 日南海岸
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●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位:百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成27年度 平成28年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0 % ― 1,052 ― 979
10% ― 285 ― 289
20% ― 4,121 ― 4,467
35% ― 74 ― 70
50% ― ― ― ―
75% ― 957 ― 1,103
100% ― 2,704 ― 3,012
150% ― 7 ― 11
250% ― ― ― ―
1250% ― ― ― ―

合 　 計 ― 9,203 ― 9,933
（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　 2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　 3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等 （単位:百万円）

業　種　別

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
製 造 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
農 業 、 林 業 ― 6 6 ― ― ― ― 0 6 5 ― ―
漁 業 0 ― ― ― ― ― 0 ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 47 ― 2 ― ― ― ― ― 49 ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 2 4 12 25 ― ― 0 0 14 29 ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 40 39 ― 11 ― ― 1 ― 39 51 ― ―
飲 食 業 2 ― ― ― ― ― ― ― 2 ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 23 ― ― ― ― ― ― ― 23 ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国・地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 21 12 2 1 ― ― 1 0 22 12 ― ―
合 計 138 62 23 37 0 0 3 1 158 98 ― ―

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　 2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

 サンメッセ日南のモアイ像
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証券化エクスポージャーに関する事項

●オリジネーターの場合

該当事項なし

●投資家の場合
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

該当事項なし

② 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

該当事項なし

③ 証券化エクスポージャーに関する経過措置の適用により算出される信用リスク・アセットの額

該当事項なし

●貸借対照表計上額及び時価等 （単位:百万円）

区 分
平成27年度 平成28年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 ― ― ― ―
非 上 場 株 式 等 56 ― 56 ―
合 計 56 ― 56 ―
（注）　 投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記載して

います。

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

該当事項なし

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項なし

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項なし

出資等エクスポージャーに関する事項

信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位:百万円）

 信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ
平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー 136 131

（注）1． 当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　 2． 上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社

地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし


